
第６章　担いあうまちづくり

第１節　協働のまちづくりの推進 ◆第６章　第１節　実施事務事業の概要

主要な施策

Ⅰ　協働の仕組みの醸成

１　市民と行政がともに取り組むまちづくりの推進

Ⅱ　まちづくり活動の推進

１　多彩なまちづくり活動の支援

Ⅲ　協働のまちづくりを支える啓発の推進

１　情報の公開と広報広聴活動の充実

第６章　　担いあうまちづくり

　第１節　　協働のまちづくりの推進　

　　　Ⅰ　協働の仕組みの醸成 第３期基本計画書　Ｐ－１１１

単位 基準値 実績値H28 実績値H29 実績値H30 目標値R7 H30時点評価

指標１ 回 － 50 40 39 36 達成

指標２ 回 10 10 10 10 10 達成

　　　Ⅱ　まちづくり活動の推進　 第３期基本計画書　Ｐ－１１２

単位 基準値 実績値H28 実績値H29 実績値H30 目標値R7 H30時点評価

指標１ 団体 147 181 180 181 200 進展

指標２ 回 2 1 2 2 2 達成

目標への接近度を図る指標等

市民自治推進委員会開催回数

地区懇談会等開催回数

目標への接近度を図る指標等

登別市市民活動センター利用団体登録数

協働のまちづくりセミナー、研修会の開催

実施事業数 11 事業

追加事業数 0 事業

未実施事業数 0 事業

統合事業数 0 事業

他包括事業数 0 事業

計画事業額 222,285 千円

実施事業額 198,307 千円
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　　　Ⅲ　協働のまちづくりを支える啓発の推進 第３期基本計画書　Ｐ－１１３

単位 基準値 実績値H28 実績値H29 実績値H30 目標値R7 H30時点評価

指標１ 回 12 12 13 12 12 達成

指標２ ％ 89.0 － － 88.0 94.0 継続

【第１次実施計画期間中の取組及び成果】

【主な施策の主要事業】 単位：千円

平成28年度 平成29年度 平成30年度

Ⅰ　協働の仕組みの醸成

１　市民と行政がともに取り組むまちづくりの推進

計画額 － － －

決算額 － 31 40 

Ⅱ　まちづくり活動の推進

１　多彩なまちづくり活動の支援

計画額 2,733 2,733 2,733 

決算額 652 762 712 

目標への接近度を図る指標等

のぼりん通信による周知回数

広報のぼりべつを見やすいと感じる人の割合

事業費主な
施策

基本的な 
方向

主要事業 事業区分 H30時点評価

市民自治推進委員会経費 実施事業 市民協働Ｇ

名誉市民及び功労者表彰・市表彰事業 実施事業 総務Ｇ

○目標への接近度を図る指標等６項目の状況は次のとおりです。
・「市民自治推進委員会開催回数」、「地区懇談会等開催回数」、「協働のまちづくりセミナー、研修会の開催」、「のぼりん通信による周知回数」の４項目は、概ね全ての年度におい
て、実績値が目標値を達成しました。
・「登別市市民活動センター利用団体登録数」では、３か年を通じて基準値を大きく上回りました。

●各施策の取組の一例は次のとおりです。
・『　施策Ⅰ　協働の仕組みの醸成　』では、登別市まちづくり基本条例の理念の定着に努めるとともに、市民自治推進委員会を開催し、市民自治の推進に関すること、市民と市の協
働のあり方に関すること、市の進める事務・事業に関すること等について協議を重ね、協働のまちづくりを推進しました。
・『　施策Ⅱ　まちづくり活動の推進　』では、市民と行政が連携し、協働によるまちづくりを推進するため、「登別市連合町内会助成事業」、「町内会運営費助成事業」により連合町内会
及び単位町内会の活動を支援しました。また、平成３０年度の登別市民憲章制定５０周年の節目に合わせ、市民憲章に掲げた心構えを再認識する取り組みを行いました。
・『　施策Ⅲ　協働のまちづくりを支える啓発の推進　』では、地域との各種懇談会や意見公募制度（パブリックコメント）、広報紙、公式ウェブサイト等様々な機会と媒体を活用し、広報
広聴活動にも積極的に展開しました。
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平成28年度 平成29年度 平成30年度

計画額 1,500 2,500 2,500 

決算額 1,500 1,900 0 

計画額 2,400 2,400 2,400 

決算額 2,400 2,400 2,400 

計画額 37,482 36,653 35,654 

決算額 35,042 31,472 30,724 

計画額 150 150 150 

決算額 150 150 146 

計画額 282 100 0 

決算額 227 191 471 

計画額 405 405 405 

決算額 331 288 328 

計画額 15,392 15,392 15,392 

決算額 15,296 15,192 11,667 

Ⅲ　協働のまちづくりを支える啓発の推進

１　情報の公開と広報広聴活動の充実

計画額 13,853 13,853 13,853 

決算額 13,147 13,340 16,636 

計画額 815 0 0 

決算額 712 0 0 

事業費主な
施策

基本的な 
方向

主要事業 事業区分 H30時点評価

コミュニティ助成事業補助金 実施事業 市民協働Ｇ

登別市連合町内会助成事業 実施事業 市民協働Ｇ

町内会運営費助成事業 実施事業 市民協働Ｇ

登別市民憲章推進事業補助金 実施事業 市民協働Ｇ

市民憲章推進事業 実施事業 市民協働Ｇ

のぼりべつ・クリーン＆フレッシュ事業 実施事業 土木・公園Ｇ

市民活動センター運営管理経費 実施事業 市民協働Ｇ

広報等経費 実施事業 企画調整Ｇ

まちづくり意識調査事業 実施事業 企画調整Ｇ
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第６章　担いあうまちづくり

第２節　交流によるまちづくりの推進 ◆第６章　第２節　実施事務事業の概要

主要な施策

Ⅰ　国内における交流の場と機会の拡大

１　国内のさまざまな地域との交流の推進

Ⅱ　海外との交流の場と機会の拡大

１　地域国際化の推進

Ⅲ　定住の地を求める人の勧誘と定住支援

１　移住・定住の受入体制の充実

２　人口流出の阻止・都市機能の充実

第６章　担いあうまちづくり

　第２節　　交流によるまちづくりの推進

　　　Ⅰ　国内における交流の場と機会の拡大 第３期基本計画書　Ｐ－１１６

単位 基準値 実績値H28 実績値H29 実績値H30 目標値R7 H30時点評価

指標１ 人 480 583 395 580 1,000 進展

　　　Ⅱ　海外との交流の場と機会の拡大 第３期基本計画書　Ｐ－１１７

単位 基準値 実績値H28 実績値H29 実績値H30 目標値R7 H30時点評価

指標１ 人 53 130 169 447 100 達成

目標への接近度を図る指標等

姉妹都市等（四五都市を含む）との都市間交流人数

目標への接近度を図る指標等

国際理解講座の参加者数

実施事業数 12 事業

追加事業数 0 事業

未実施事業数 0 事業

統合事業数 0 事業

他包括事業数 0 事業

計画事業額 32,400 千円

実施事業額 25,574 千円
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　　　Ⅲ　定住の地を求める人の勧誘と定住支援 第３期基本計画書　Ｐ－１１８

単位 基準値 実績値H28 実績値H29 実績値H30 目標値R7 H30時点評価

指標１ 人 39 70 63 51 100 進展

指標２ 人 96 190 37 28 300 遅延

【第１次実施計画期間中の取組及び成果】

【主な施策の主要事業】 単位：千円

平成28年度 平成29年度 平成30年度

Ⅰ　国内における交流の場と機会の拡大

１　国内のさまざまな地域との交流の推進

計画額 1,250 0 0 

決算額 764 0 378 

計画額 3,945 3,945 3,945 

決算額 3,556 2,792 2,965 

計画額 498 498 498 

決算額 408 400 376 

目標への接近度を図る指標等

移住ワンストップ窓口への相談者数

ちょっと暮らし利用者数

事業費主な
施策

基本的な 
方向

主要事業 事業区分 H30時点評価

四五都市連絡協議会少年スポーツ交流事業 実施事業 総務Ｇ

登別・白石・海老名友好交流事業 実施事業 総務Ｇ

東京登別げんきかい交流事業 実施事業 企画調整Ｇ

○目標への接近度を図る指標等４項目の状況は次のとおりです。
・「国際理解講座の参加者数」は、実施方法や周知方法の見直しにより、目標値を達成しました。
・「姉妹都市等（四五都市を含む）との都市間交流人数」、「移住ワンストップ窓口への相談者数」の２項目については、基準値を上回りました。
・「ちょっと暮らし利用者数」については、受入可能施設の縮小等の影響があり、目標値を下回る状況が続きました。

●各施策の取組の一例は次のとおりです。
・『　施策Ⅰ　国内における交流の場と機会の拡大』、『　施策Ⅱ　海外との交流の場と機会の拡大　』では、国内の友好都市等との交流をはじめ、諸外国との交流に取り組むことで、広
い視野を持って、まちづくりに参画できるよう事務事業を展開しました。特に「国際交流推進事業」では、本市に住む外国人等を講師に招き、各国の文化や風土を紹介する国際理解
講座を開催し、市民の国際理解の促進に繋げました。また「デンマーク友好都市中学生派遣交流事業」では、市内の中学生をデンマークに派遣し、海外の生活、文化を体感すること
で、より深い国際理解の促進を図りました。
・『　施策Ⅲ　定住の地を求める人の勧誘と定住支援　』では、「移住に関する情報提供事務」や「移住促進ＰＲ事業」によりまちの概要やセールスポイントのＰＲにも努め、移住体験へ
繋げる取り組みも展開しています。
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平成28年度 平成29年度 平成30年度

計画額 17 17 17 

決算額 12 2 9 

計画額 － － －

決算額 － － －

Ⅱ　海外との交流の場と機会の拡大

１　地域国際化の推進

計画額 410 410 410 

決算額 39 31 223 

計画額 2,412 2,412 2,412 

決算額 2,126 1,567 1,730 

Ⅲ　定住の地を求める人の勧誘と定住支援

１　移住・定住の受入体制の充実

計画額 － － －

決算額 － － －

計画額 984 984 984 

決算額 901 827 838 

計画額 2,836 258 258 

決算額 2,836 0 0 

計画額 1,000 1,000 1,000 

決算額 1,000 900 894 

２　人口流出の阻止・都市機能の充実

計画額 － － －

決算額 － － －

事業費主な
施策

基本的な 
方向

主要事業 事業区分 H30時点評価

登別市ふるさと大使事業 実施事業 企画調整Ｇ

札幌のぼりべつ会交流事業 実施事業 企画調整Ｇ

国際交流推進事業 実施事業 企画調整Ｇ

デンマーク友好都市中学生派遣交流事業 実施事業 企画調整Ｇ

移住に関する情報提供事務 実施事業 企画調整Ｇ

移住促進事業 実施事業 企画調整Ｇ

西いぶり版「生涯活躍のまち」構想推進事業 実施事業 企画調整Ｇ

移住促進ＰＲ事業 実施事業 企画調整Ｇ

定住自立圏の形成 実施事業 企画調整Ｇ

89



第６章　担いあうまちづくり

第３節　担いあうまちづくりのための基盤づくり ◆第６章　第３節　実施事務事業の概要

主要な施策

Ⅰ　市民の信頼に応える行財政運営

１　行政機能の充実

２　市有財産や公共施設の適正な活用

第６章　担いあうまちづくり

　第３節　　担いあうまちづくりのための基盤づくり

　　　Ⅰ　市民の信頼に応える行財政運営 第３期基本計画書　Ｐ－１２２

単位 基準値 実績値H28 実績値H29 実績値H30 目標値R7 H30時点評価

指標１ ％ 72.9 － － 73.2 80.0 継続

指標２ 件 9 2 30 5 20 継続

目標への接近度を図る指標等

「担いあうまちづくり」の市民満足度

自己啓発研修の回数

実施事業数 18 事業

追加事業数 5 事業

未実施事業数 0 事業

統合事業数 0 事業

他包括事業数 1 事業

計画事業額 964,805 千円

実施事業額 1,209,071 千円
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【第１次実施計画期間中の取組及び成果】

【主な施策の主要事業】 単位：千円

平成28年度 平成29年度 平成30年度

Ⅰ　市民の信頼に応える行財政運営

１　行政機能の充実

計画額 19,756 25,107 29,993 

決算額 69,296 77,512 143,086 

計画額 ※ ※ ※

決算額 0 731 426 

計画額 ※ ※ ※

決算額 0 1,329 432 

計画額 ※ ※ ※

決算額 0 2,072 2,164 

計画額 91 91 91 

決算額 29 51 0 

計画額 4,723 4,126 4,410 

決算額 3,116 3,315 3,334 

計画額 5,001 0 0 

決算額 3,154 0 0 

事業費

○目標への接近度を図る指標等２項目の状況は次のとおりです。
・「担いあうまちづくり」の市民満足度は、基準値と同程度となりました。
・「自己啓発研修の回数」は、年度によって差がありますが、３年間の平均は概ね基準値と同程度となりました。

●各施策の取組の一例は次のとおりです。
・少子高齢化や本格的な人口減少時代の到来により、これまで以上に簡素で効率的な行政経営を推進する必要があり、公共施設についても長寿命化や統廃合に向けて方向性を定
める必要があります。引き続き公平、公正で、透明性を確保した行財政運営に努めていきます。

主な
施策

基本的な 
方向

主要事業 事業区分 H30時点評価

ふるさとまちづくり応援寄附金関係経費 実施事業 総務Ｇ

債権回収等推進事業 追加事業 税務Ｇ

土地家屋管理システム入替事業 追加事業 税務Ｇ

住民基本台帳システム等改修経費 追加事業 市民サ－ビスＧ

行政不服審査会経費 実施事業 総務Ｇ

市バス運行業務 実施事業 総務Ｇ

庁内グループウェア更新事業 実施事業 企画調整Ｇ
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平成28年度 平成29年度 平成30年度

計画額 0 870 870 

決算額 0 0 0 

計画額 2,251 2,251 2,251 

決算額 2,245 2,154 2,113 

計画額 177,239 171,017 171,017 

決算額 167,644 153,600 162,251 

計画額 108,453 0 0 

決算額 94,077 0 0 

計画額 6,036 3,897 0 

決算額 5,940 3,888 0 

計画額 12,107 0 0 

決算額 11,988 0 0 

計画額 7,784 0 0 

決算額 7,773 0 0 

計画額 8,144 0 0 

決算額 8,046 0 0 

計画額 1,284 1,284 1,284 

決算額 1,284 1,284 1,284 

計画額 5,505 5,505 5,505 

決算額 8,577 3,892 4,168 

計画額 0 26,476 26,476 

決算額 0 299 6,663 

計画額 － － －

決算額 － － －

事業費主な
施策

基本的な 
方向

主要事業 事業区分 H30時点評価

情報セキュリティ強化事業 他包括事業 企画調整Ｇ

北海道電子自治体共同システム運用事業 実施事業 企画調整Ｇ

西いぶり広域連合共同電算化事業負担金 実施事業 企画調整Ｇ

ネットワークセキュリティ強靭化事業 実施事業 企画調整Ｇ

地方公会計関係経費 実施事業 財政Ｇ

航空写真図作成業務委託 実施事業 税務Ｇ

土地鑑定評価業務委託 実施事業 税務Ｇ

土地評価基礎調査業務委託 実施事業 税務Ｇ

市税等賦課経費（資産税）家屋評価支援システムリース更新
分

実施事業 税務Ｇ

個人番号カード交付事業 実施事業 市民サ－ビスＧ

事務用パソコン更新事業 実施事業 企画調整Ｇ

行政評価システムの運用 実施事業 企画調整Ｇ
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平成28年度 平成29年度 平成30年度

２　市有財産や公共施設の適正な活用

計画額 20,000 20,000 20,000 

決算額 20,048 54,156 104,092 

計画額 0 22,078 0 

決算額 0 0 0 

計画額 41,832 0 0 

決算額 41,754 0 0 

計画額 ※ ※ ※

決算額 0 29,204 0 

計画額 ※ ※ ※

決算額 0 600 0 

●「情報セキュリティ強化事業」は、「庁内グループウェア更新事業」、「ネットワークセキュリティ強靭化事業」に包括して実施。

事業費主な
施策

基本的な 
方向

主要事業 事業区分 H30時点評価

庁舎整備基金の創出 実施事業 総務Ｇ

幌別駅自由通路階段等改修事業 実施事業 契約・管財Ｇ

幌別駅自由通路耐震補強事業負担金 実施事業 契約・管財Ｇ

庁舎等改修事業 追加事業 総務Ｇ

施設統合交付金 追加事業 人事・行政管理Ｇ
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